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あけましておめでとうございます
政令市に負けずに、公契約条例制定や職場保育所の設置を！
公契約条例で中小零細労働者の賃金改善を！職場保育所で職員の両立支援と待機児童対策を
政令市初の公契約条例を制定～川崎市
　10月26日、川崎市議会は全会一致で「川崎市契約条例」等の改正を議決しました。

　現在、全国各地で、長引く不況を受け、少なくなった公共事業の受注をめぐって、一部では「官製ダンピング」といわれるほどの低価格競争が横行しています。受注できたとしても、特に中小零細企業の労働者は低賃金を強いられ、事業主も苦しい経営を余儀なくされています。

　こうした状況を踏まえて、川崎市では「公共工事や業務委託の品質の確保に努めるとともに、これらの業務に従事する労働者の労働条件の確保、事業者の社会的価値の向上等に努めていく必要があります。」として契約条例等を改正しました。

雇用・中小企業対策に貢献～公契約条例
　自治労が推進する「公契約条例」とは、自治体が公共事業の発注や委託契約、サービスの提供、物品の購入契約を結ぶに当たって、企業に対して、雇用労働者の安定雇用、一定の賃金水準確保、労働安全衛生の確保、障害者雇用、環境への配慮、地域貢献など、社会的価値を総合評価して落札者を決定する仕組みを定める条例です。

　また、同時に発注者として自治体が、指定管理費も含めた事業の発注の積算やこれらの要件に必要な費用を適正に算入することを定めるものです。
　これにより、公共事業の品質や委託業務のサービス水準を確保することができるとともに、受注企業の安定経営と雇用労働者の雇用安定、賃金・労働条件改善に大きく寄与することができます。

　大企業に金をつぎ込み、停まらない駅や架からない橋の建設のために労力を費やすより、雇用対策や中小零細企業対策によほど効果的です。
　自治労県職労は、2011年度基本要求においても、公契約条例の制定を含めて、「公正労働の確立」を求めています。
全国初の「職員向け保育事業」～相模原市
　相模原市職労は4月から、職員厚生会と共同で事業所内保育事業を実施します。市長もこれを応援する旨の発言をしています。

　相模原市職労はその目的を、「職員の仕事と子育ての両立支援の推進を図り、次世代育成への貢献をめざします。また、この取組みを通じて、市の政策課題である保育所待機児童解消への貢献をめざす」としています。（概要は次頁に掲載）

事業所内保育所には次のような効果が望めます。

○仕事と育児の両立支援

○事業所内で吸収した分、地域の待機児童が減少
　公務がさきがけとなり、民間に拡大すれば効果大

○労働時間短縮

想像してみてください。終業時刻後に「お父さん帰ろう」「お母さん帰ろう」と庁内に響き渡るこどもたちの声を！無味乾燥な庁内放送や19時閉庁の「強制」より、よほど自然に労働時間短縮が進むはずです。

自治労県職労の事業所内保育案
○本庁地区、各合同庁舎に保育施設を設ける。

○時差出勤を利用した公共交通機関利用を基本としつつも、必要に応じて自動車通勤を認める。

○職員の子の保育を基本としつつも、周辺企業等の労働者の子も受け入れる。

○子育て支援事業を実施する。

○一時保育、病時保育も実施する。

相模原市職員労働組合と職員厚生会に

よる事業所内保育事業の実施（概要）
１　実施事業

（１）事業の位置づけ

　　市職労と職員厚生会の共同福利厚生事業

（２）事業の場所

　　職員倶楽部（市職労・厚生会共同所有）

（３）保育児童数

　　最大20人（1、2歳児中心、就学前まで）

（４）保育日及び保育時間

　・月曜日～土曜日（祝祭日等を除く）

　・7時から18時（希望に応じ延長保育も）

２　事業内容

（１）保育事業

　・保育に欠ける児童に対する保育

　・通常の保育以外に、体調不良の園児の保育と預かり保育を実施

（２）子育て支援事業

　　親子交流会、子育て相談会等の子育て中の保護者に対する支援

３　事業実施方法

　　市職労と職員厚生会による共同実施

　・保育事業は、市認定保育施設へ委託予定

　・子育て支援事業は、市職労と職員厚生会で直接実施

　・改修工事に要する経費は、全て市職労と職員厚生会による負担金で対応。

　・運営経費は、徴収する保育料以外は、全て市職労と職員厚生会による負担金で対応。
2011基本要求書（抜粋）
Ⅳ　仕事を進める条件の整備について
２　勤務条件の整備について

（３）次世代育成の観点から、本庁舎や主要合同庁舎に保育所を設置すること。
Ⅶ　公正労働の確立について 
１　公正労働基準の確立について

（１）「安さ」のみを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札制度に改革するため、「公契約条例」を制定し、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、環境への配慮、行政施策への協力実績等をふまえた総合評価を落札条件とすること。
（２）自治体業務を代行・受託する法人・企業に関して自治体の公的責任を確保するために、入札の資格要件や委託契約の義務要件として、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用機会均等法、育児介護休業法、雇用保険法、社会保険法、労働者派遣法など労働法(指針を含む)を遵守する旨の公正労働のための条項と環境・人権・男女平等など社会貢献指標を設けること。
（３）労働基準法、労働安全衛生法等の違反や不当労働行為を行った法人・企業については入札参加および委託契約から一定期間排除すること。
（４）指定管理者の選定については、自治体の公的責任と行政サービスを低下させないことを第一とし、経済効率のみを目的とした選定は行わないこと。また、受託団体には雇用責任と運営責任の履行を求め、正規職員の適正な配置と、年金・健康保険・労働保険の加入、労働関係法の遵守を要件とすること。さらに事業の履行保障として第三者加害行為への損害賠償保険の加入、労働安全衛生委員会の設置を義務付けること。同時に発注者として指定管理費も含めた事業の発注の積算やこれらの要件に必要な費用を適正に算入すること。
（５）人件費積算にあたっては、公正労働基準を確立するため、ILO94号条約(公契約における労働条項)の趣旨を活かし、これまで従事していた職員や同一地域の同様な職種の平均賃金を下回らない積算をすること。また、委託費のなかで自治体最低賃金を最低保証するとともに、仕様書、委託契約において明記し、履行を確保すること。
（６）労務提供型請負（業務委託）については、人件費の占める割合が極めて大きいことをふまえて、適正な労働基準が確保できるように入札・落札は総合評価を基本として「最低制限価格制度」「低入札価格調査制度」を導入すること。
２　公共サービスにおける安定雇用の確立について

（１）公社・事業団などの統廃合や指定管理者制度導入により雇用に重大な影響が生じる場合は、雇用安定をはかるため、法人を主導的に設置した行政が責任を持って自治体もしくは自治体関連事業において雇用を確保すること。
（２）競争入札によって委託企業が変わる場合はこれまで従事してきた労働者の「雇用保障」や「優先雇用」の観点から、行政が主導して関係法人・企業団体、労働組合・労働者間で協約・確認書を締結すること。
さらに、公共サービスの維持・発展をはかるために、雇用の引継ぎとともに、賃金、労働条件、勤続年数、労働協約、労働慣行の継続をはかること。また、一方的な仕様書の変更など自治体の優越的地位を濫用しないこと。
２０１１年
自治労県職連合

（自治労県職労、自治労病院労組、KAST労組）

新春のつどい

○日時：1月12日（水）18時30分～

○会場：新庁舎１２階大食堂

※鏡開き、福引き抽選会（賞品多数！）



相模原市職員労働組合と職員厚生会に


よる事業所内保育事業の実施（概要）


１　実施事業


（１）事業の位置づけ


　　市職労と職員厚生会の共同福利厚生事業


（２）事業の場所


　　職員倶楽部（市職労・厚生会共同所有）


（３）保育児童数


　　最大20人（1、2歳児中心、就学前まで）


（４）保育日及び保育時間


　・月曜日～土曜日（祝祭日等を除く）


　・7時から18時（希望に応じ延長保育も）


２　事業内容


（１）保育事業


　・保育に欠ける児童に対する保育


　・通常の保育以外に、体調不良の園児の保育と預かり保育を実施


（２）子育て支援事業


　　親子交流会、子育て相談会等の子育て中の保護者に対する支援


３　事業実施方法


　　市職労と職員厚生会による共同実施


　・保育事業は、市認定保育施設へ委託予定


　・子育て支援事業は、市職労と職員厚生会で直接実施


　・改修工事に要する経費は、全て市職労と職員厚生会による負担金で対応。


　・運営経費は、徴収する保育料以外は、全て市職労と職員厚生会による負担金で対応。








